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基本計画について

１．策定の目的

施設整備のコンセプト、諸室計画、施設構成などの基本的な考え方を整理し、具体

的な要件をまとめることで、今後の事業実施の柱としていくことを目的に策定する。

２．策定のプロセス

基本計画の構成イメージ

第１章 前提条件の整理

第２章 基本コンセプト

第３章 諸室計画

第４章 施設構成・配置計画（案)
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３．前提条件の整理

■ 事業対象地及び周辺の現況

■位置説明図

項目 内容

所在地 和光市広沢 1番 5号

敷地面積
11,970.59 ㎡
（市有地 8,970.75 ㎡、国有地 2,999.84 ㎡）

用途地域
準住居地域【国道 254 号沿道 50ｍ】
第一種住居地域【準住居地域の以南】

指定容積率／建ぺい率 容積率 200％／建ぺい率 60％

その他
防火地域（法 22 条区域）
25ｍ高度地区

プール棟

児童センター本館棟 和光消防署

保健センター

保育クラブ 広沢小学校
国有地

国道 254 号

N
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■広域写真１

■広域写真２

国有地
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・事業対象地の国道 254 号以南は、公共公益施設用地や住宅用地（西大和団地・自衛隊朝霞駐屯

地和光宿舎）が広がり、比較的大規模な土地利用となっている。

・国道 254 号以北は、道路沿道に商業用地（自動車関連店舗、飲食店が中心）が点在しており、

その周辺には小規模な住宅用地が分布している。

市有地

国有地

和光消防署

保健センター

自衛隊
朝霞駐屯地

図 事業対象地

自衛隊
朝霞駐屯地

事業
対象地

理化学
研究所

図 事業対象地周辺の土地利用（H22）

西大和団地
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≪参考≫ 和光市における人口の現状と推移

１）総人口の推移と将来推計

２)地区別人口の推移と人口の増減回数

※事業対象地は「広沢」に該当。事業対象地の南側が「西大和団地」
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年齢（３区分）別人口の割合（平成 27 年）

0～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 出典

全国 12.7％ 60.6％ 26.7％ 国政調査

埼玉県 12.9％ 63.4％ 23.7％ 埼玉県町（丁）字

別人口調査和光市 14.4％ 69.0％ 16.6％

65 歳以上

0～14 歳
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西大和団地再生事業

・独立行政法人都市再生機構（以下「ＵＲ」という。）では、西大和団地の老朽化に伴い、「誰も

が安心して暮らせる西大和団地」を将来像に掲げ、複合型団地再生事業として平成２７年度よ

り第１期建設工事に着手している。

・老朽化が進行している公設民営の「ひろさわ保育園」について、団地再生事業に合わせて、新

たに整備される保育園併設賃貸住宅の１階に民設民営として複合する。

・団地内で進められている介護・高齢者施策（まちかど健康相談室等）について引き続き相互協

力を図るとともに、高齢化率が高くなっている居住者へのフォローアップ、また地域課題の解

決に向けた相互連携についても、市とＵＲで協定を締結している。

継続管理区域

UR で引き続き計画

的修繕を実施して

いくエリア

将来事業区域

既存住宅を解体し、多

用なニーズに応じた

UR 賃貸住宅を整備す

るエリア

第Ⅰ期事業区域

保育園併設賃貸住宅建

設、商業・少子高齢支援

機能等の整備

対象外区画

（西大和第二団地、デュプレ西大和）

事業対象地
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４．基本コンセプト

≪参考≫ 和光市広沢国有地等利活用基本方針 ― コンセプト関連を抜粋 ―

６ 整備の基本的考え方

(1)「和光市公共施設等総合管理計画」の理念に基づき、施設の集約化を図る

新たなニーズに対応したシビックコアとして、以下の機能【下表①～⑥参照】を集約した

複合施設を整備する。また、複合化に際して共同で使用可能な機能は共用化を図り、施設運営

の効率化を図る。

(2) 官民連携事業のモデルとなる計画とする

施設利用者及び地域住民の生活利便性を向上させるとともに、本事業に係る行財政コストの

負担軽減を図ることを目的として、沿道立地の特性を活かした民間収益施設を併設する。また、

建設等初期費用（イニシャルコスト）のみならず、管理運営も含めた生涯費用（ライフサイク

ルコスト）を考慮し、民間が持つ先進的なノウハウを取り入れる。また、民間事業者のインセ

ンティブを最大限引き出すとともに事業参入の確実性を高めるために、広沢国有地を取得し一

体的に利用することを前提とする。【下表⑦参照】

(3) 多世代の快適な生活及び健康を支える場づくりを行う

保護者の子育てに対する不安や孤立感を減らし、ワークライフバランスを実現しつつ、子ど

もたちが新たな時代の担い手として活躍していくための環境づくりを支援できる場を作る。さ

らに、すべての世代の健康づくりに貢献するとともに、生涯スポーツを通じ、世代を超えた交

流を可能とする憩いの場とする。

(4) 地域のにぎわいを創出する市の新たなシンボルをつくる

周辺環境と調和のとれた品格のある景観デザインとし、人々が自然と集まる地域コミュニテ

ィの中心となる施設を目指す。

導入施設の概要

導入施設 概 要

①認定こども園【新規】
幼稚園と保育園の機能や特徴を併せ持ち、利用者の幅広い

教育・保育ニーズに対応できる子育て支援施設

②総合児童センター（既存）
児童に健全な遊びを提供し、その健康を増進し、情操を豊

かにすることを目的とする児童厚生施設

③広沢保育クラブ（既存）
保護者が就労等により昼間いない家庭の小学生に対し、放

課後や夏休み等に適切な遊びと生活の場を提供する施設

④市民プール（既存）
市民の健康増進、近隣小中学校の水泳授業での利用も視野

に入れた屋内プール

⑤保健センター（既存）
健康相談や保健指導、健康診断等、地域保健に関する事業

を行う施設。発達障がい児支援センターの併設を想定。

⑥防災備蓄倉庫及び防災機能【新規】 福祉避難所や帰宅困難者の一時滞在機能等

⑦民間収益施設 民間事業者の提案による、商業系、健康支援施設等

○ 今後実施するワークショップ等を経て「基本コンセプト」を取りまとめていく。

○ 導入機能から判断すると「子育て支援」や「健康増進」がキーワードと考えられる

が、本委員会ではワークショップに先立って、「コンセプトの設定に向けた視点等」に

ついて伺いたい。


